

























2 .  在宅認知症高齢者の家族介護者における思い／ニーズ
　在宅認知症高齢者の家族介護者に着目した上で，2000年度に施行された公的介護保険制度の変遷を踏まえ，
国の政策等の社会的背景を検討した．そこでは，制度の見直しを含めた保健・医療・福祉の総合的なサービス
システムの構築が課題として挙げられた．また，社会背景をもとに現状を明らかにした上で，在宅認知症高齢
者の家族介護者のサービスニーズを包含したニーズと，関連のある介護負担感や精神的健康に関する報告の整
理と現状検討を加えた．そこで，在宅認知症高齢者の家族介護者のニーズを主軸にQOLを含めた精神的健康状
態の維持向上させるための介入検討資料の早急の課題整理が必至となることが挙がった．さらに，在宅認知症
高齢者の家族介護者のニーズに焦点をあて，研究課題の整理と現状を検討した．その結果，看護職者として，
精神的健康を少しでも向上，維持させていくためには何に着目し，何が必要でどの要因に介入すれば良いの
かを明らかにすることを最終目的と位置付けた．その場合それを実現するためには，既存の理論に依拠した上
で，概念的枠組みの存在証明を行い尚且つ，そのニーズの増減を数値で表すことで，関連する要因を解析し，
医療的側面全般を包含した看護的介入の糸口を見つけることが，結果的に介護の現場と看護を結ぶ援助システ
ムモデルの構築へと繋がり，より的確な看護的介入へと直接結び付くといえる．
　まず在宅認知症高齢者の家族介護者の介護に関する全体のニーズを明らかにし，その因子構造を分析す
ることが重要と考えた．その結果，6因子23項目からなる在宅認知症高齢者の家族介護者の介護関連ニーズ
「Homecare-Related Needs Scale」を構築することができた．
　次いで，その結果を踏まえて，介護関連ニーズの因子構造より下位6因子に含まれる因子の一つである「医
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療ニーズ」に着目するに至った．その他の因子は，家族関係や経済的な問題等に係る因子として，看護職者と
して介入の余地を残さない変動幅の限られた，その家庭固有の因子である．看護職者として，最も介入の可能
性が高いと考えられる因子を中心に，その他の要因との関係を明らかにしていきたいと考えた．そこで，在宅
認知症高齢者の家族介護者の医療ニーズを測定できる指標を検討した．その結果，3因子12項目からなる医療
ニーズ測定尺度を構築でき，構成概念妥当性ならびに信頼性を備えていることを確認した．医療ニーズ測定尺
度は，12項目の簡易な尺度である．これによって，在宅認知症高齢者の家族介護者の医療ニーズを簡便に測定
することが可能となり，その結果精神的健康など他の要因との組み合わせにより，より個別的な看護介入へと
直結できるという可能性が示唆された．
　さらに，それらの結果をもとに，縦断的研究方法を用いて在宅認知症高齢者の家族介護者の介護負担感と，
医療ニーズ尺度を用いて医療ニーズとの関係について解析を加えた．この場合，Cross-Lagged Effects Model
とSynchronous Effects Modelの両モデルによる検証を試みたことにより，より確固たる裏づけとして検証され
たことになる．その結果，因果関係については，家族介護者は，介護負担感の認知の後，医療ニーズの認知へ
と続くという因果の方向性を示す検証が行えた．
　介護に関連した介護者の全般的なニーズ測定指標の開発を第一段階として，その構成概念の中に想定内とし
て当然有するとした医療の側面に特化したニーズ測定指標の開発へとさらに試みを進めた．そしてその結果を
用いて既存の理論を援用し，検討を加えた認知の位置づけに存在すると想定される医療ニーズとその発生に関
連すると予測される重要な要素として介護負担感を取り上げ，その因果の方向性を解明することができた．こ
れらの結果は，精神的健康が介護負担感のみによって全てを規定されてしまうものではないことを示してい
る．その他の要因として，被介護者側の要因や介護者側の要因も関連があるといえる．しかしそれだけではな
く，介護負担感は医療ニーズを経由した後，精神的健康へと確実に影響を与えていることは確認ができた．こ
のことからも，在宅認知症高齢者の家族介護者の精神的健康の測定指標の数値を変動させる要因の一つに，医
療ニーズが挙げられることを示唆しており，医療ニーズを測定指標として，数値によって表すことで，より看
護介入の評価や基準として利用することが可能となることを示唆するものであった．家族介護者の精神的安寧
な環境を保持することは，被介護者にとっても質の高い介護内容が保障されることである．より強固な裏づけ
のもとの，焦点化した看護介入の検討のためには，今後，医療ニーズに着目していく必要と必然があることが
併せて示唆された．
